平成２３年度青森県農林水産物安全・安心販売体制構築事業費補助金交付要綱
平成２３年７月１日制定
（趣旨）
第１　県は、平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災に伴う東京電力福島県第一原子力発電所事故による農林水産物の放射性物質汚染の有無について、別表に掲げる協同組合等が自ら検査する体制を整備する農林水産物安全・安心販売体制構築事業に要する経費について、平成２３年度予算の範囲内において、当該協同組合等に対し、農林水産物安全・安心販売体制構築事業費補助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし、その交付については、青森県補助金等の交付に関する規則（昭和４５年３月青森県規則第１０号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。
（補助対象経費及び補助金の額）
第２　補助金の交付の対象となる経費及び補助金の額は、別表のとおりとする。
（申請書等）
第３　規則第３条第１項の申請書は、第１号様式によるものとする。
　２　規則第３条第２項及び第３項の規定により前項の申請書に添付しなければならない書類は、次のとおりとする。
　（１）生産・出荷団体が事業実施主体の場合は、当該団体の規約の写し
　（２）導入する機器のカタログ及び見積書の写し（２者以上から徴取すること。）
　（３）その他知事が必要と認める書類
（補助金の交付の条件）
第４　次に掲げる事項は、補助金の交付の決定がなされた場合において、規則第５条の規定により付された条件となるものとする。
　（１）補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）について、事業費の３０％を超える増減を伴う変更を加える場合において、事業変更承認申請書（第２号様式）を知事に提出してその承認を受けること。
　（２）補助事業を中止し、又は廃止する場合において、事業中止（廃止）承認申請書（第２号様式）を知事に提出してその承認を受けること。
　（３）補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合において、速やかにその旨を知事に報告してその指示を受けること。
　（４）補助事業の状況、補助事業の経費の収支その他補助事業に関する事項を明らかにする書類、帳簿等を備え付け、これらを平成２４年４月１日から５年間保管しておくこと。
　（５）補助事業により取得し、又は効用の増加した財産を善良な管理者の注意をもって管理するとともに、補助金の交付の目的に従って使用し、その効率的な運用を図ること。
　（６）補助事業により取得し、又は効用の増加した財産について財産管理台帳（第３号様式）その他関係書類を第９に規定する期間整備保管すること。
　（７）規則第１９条の規定により知事の承認を受けて財産を処分したことにより収入があったときは、知事の定めるところにより、その収入の全部又は一部を県に納付すること。
　（８）事業実施年度及び次年度における補助事業の成果について事業成果報告書（第４号様式）を、これらの年度の翌年度の４月３０日までに知事に提出すること。
（申請の取下げの期日）
第５　規則第７条第１項の規定による補助金の交付の申請の取下げの期日は、補助金の交付の決定の通知を受けた日から起算して１５日を経過した日とする。
（補助金の交付方法）
第６　補助金は、補助事業の完了後交付する。
（補助金の請求）
第７　補助金の請求は、補助金請求書（第５号様式）を知事に提出して行うものとする。
（実績報告）
第８　規則第１２条の規定による報告は、補助事業の完了の日（補助事業の廃止の承認を受けた場合は、その日）から起算して３０日を経過した日又は平成２４年４月１５日のいずれか早い期日までに実績報告書（第６号様式）に次に掲げる書類を添えて行うものとする。
　（１）簡易型放射線測定機器購入に係る帳簿、納品書、領収書、通帳など関係書類の写し
　（２）購入した簡易型放射線測定機器の写真
　（３）その他知事が必要と認める書類
（処分の制限を受ける財産）
第９　規則第１９条第５号の規定により処分の制限を受ける財産は、補助事業により取得した簡易型放射線測定機器とする。

（処分の制限を受ける期間）
第１０　規則第１９条ただし書の規定により財産の処分の制限を受ける期間は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に定める耐用年数を経過するまでの期間とする。
　　別表（第１及び第２関係）
	事業実施主体
	補助金の交付の対象となる経費
	補助金の額
	採　　択　　基　　準

	農業協同組合、
漁業協同組合、

りんご商業協同組合、

米穀集荷協同組合、

生産・出荷団体（３戸以上の農林水産業者又は３社以上の法人の組織する団体で、代表者の定めがあり、かつ、組織及び運営に関する規約があるものに限る。）、

その他知事が認めるもの
	　放射性物質汚染について自ら検査する体制を構築するために必要な簡易型放射線測定機器導入経費
	　左の事業に要する経費の２分の１に相当する額又は１台当たり　２６２千円のいずれか低い額以内の額　

	１　簡易型放射線測定機器は、NaI(Tl)シンチレーションサーベイメータとし、計数率表示型のものに限る。

２　放射性物質汚染検査点数が年間で50点を超えること。




第１号様式（第３関係）
番　　　号
年　月　日
　青森県知事　　　　　　　　　　　　殿
申請者　住所
氏名（名称及び代表者氏名）　印
平成２３年度農林水産物安全・安心販売体制構築事業費補助金交付申請書
　平成２３年度において別紙のとおり事業を実施したいので、青森県補助金等の交付に関する規則第３条の規定により、関係書類を添えて補助金　　　　　　　　　　円の交付を申請します。
　別紙（第１号様式関係）
１　事業実施主体の概要
（１）事業実施主体名
（２）事業実施主体の主な業務内容
（３）過去２年間の事業対象品目別生産及び出荷実績
	事　　業
対象品目
	平成21年
	平成22年
	備考

	
	面積（ha）
	出荷量(t)
	面積（ha）
	出荷量(t)
	

	
	
	
	
	
	

	
	うち、事業対象
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	うち、事業対象
	
	
	
	
	


（注）１　集荷・買付け等により出荷する場合は、出荷量のみ記入し、備考欄に集荷・買付先を
　　　　記入すること。
２　事業実施計画（又は実績）
（１）事業内容及び経費の配分
	事業対象作目
	

	受益面積
	ha　

	受益出荷量
	ｔ　

	事業の内容
	

	導入機種（メーカー名、品番等）
	

	事　業　量
	台　

	単　　　価
	円　

	事　業　費
	円　
うち消費税　　　　　　　　　　　　円　

	負担
区分
	県　　費
	円　

	
	自己資金
	円　

	
	その他
	円　

	消費税課税対象の有無
	　　　有　・　無

	備　考
	


(注) １ 「消費税課税対象の有無」について、課税対象事業者の場合は「有」に、課税対象事業者
　　　 以外の場合は「無」に○を付けること。
２ 「負担区分」の「その他」に金額を記入する場合は、備考欄に負担先及び負担先ごとの金
　額を記入すること。
（２）放射性物質汚染検査計画
	区　分
	品目
	受益
面積
（ha）
	受益
出荷量

（ｔ）
	検査点数（点）

	
	
	
	
	月　別
	合計

	
	
	
	
	○月
	○月
	○月
	○月
	○月
	○月
	

	事業実施年度
(平成23年)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	２年目以降
(平成24年以降)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	


 （注）１　集荷・買付け等により出荷する場合は、出荷量のみ記入し、備考欄に集荷・買付け先を記入すること。
       ２　品目又は月別欄が不足する場合は、別紙とし、合計欄のみ記入すること。
（３）放射性物質汚染検査体制計画
	品　目
	機器保管場所
	検査体制

	
	
	


３　事業完了予定（又は完了）年月日　　　　　平成　　　年　　　月　　　日
４　収支予算（又は精算）
（１）収入の部
	区　分
	本年度予算額
（本年度精算額）
（円）
	前年度予算額
（本年度予算額）
（円）
	（比　較）（円）

	
	
	
	（増）
	（減）

	県補助金
	
	
	
	

	自己資金
	
	
	
	

	そ の 他
	
	
	
	

	計
	
	
	
	


（２）支出の部
	区　分
	本年度予算額
（本年度精算額）
（円）
	前年度予算額
（本年度予算額）
（円）
	（比　較）（円）

	
	
	
	（増）
	（減）

	県補助金
	
	
	
	

	自己資金
	
	
	
	

	そ の 他
	
	
	
	

	計
	
	
	
	


第２号様式（第４関係）
番　　　号
年　月　日
　青森県知事　　　　　　　　　　　　殿
                                    補助事業者　住所
                                                氏名（名称及び代表者氏名）　印
平成２３年度農林水産物安全・安心販売体制構築事業変更（中止・廃止）承認申請書
　平成　　年　　月　　日付け　　　　　　第　　　号で補助金の交付決定の通知を受けた農林水産物安全・安心販売体制構築事業について、別紙のとおり変更（中止・廃止）したいので、平成２３年度青森県農林水産物安全・安心販売体制構築事業費補助金交付要綱第４第１号（第２号）の規定により、その承認を申請します。
（注）１　別紙の記載要領は、第１号様式の別紙に準ずること。
　　　２　変更の場合は、「変更の理由」を書き加えるものとし、変更する部分について　　　　　変更前を上段に括弧書きとすること。
　　　３　事業の中止又は廃止の場合は、「中止（又は廃止）の理由」を書き加えるもの　　　　　とし、その時点における内容を記入すること。
　　　４　補助金の額が増額する場合は、件名の「○○事業変更承認申請書」を「○○事業の変更及び追加交付申請書」とし、本文中の「別紙のとおり変更したいので、平成２３年度青森県農林水産物安全・安心販売体制構築事業費補助金交付要綱第４第１号の規定により、その承認を申請します。」を「別紙のとおり変更したいので、平成２３年度青森県農林水産物安全・安心販売体制構築事業費補助金交付要綱により、補助金○○○円を追加交付されたく申請します。」とすること。
第３号様式（第４関係）
財　産　管　理　台　帳
	事業名
	農林水産物安全・安心販売体制構築事業

	事業の内容
	事業実施主体名
	

	
	
	

	
	機械施設区分
	

	
	設置場所
	

	
	事　業　量
	台　

	経費の負担区分
	事　業　費
	円　

	
	負担

区分
	県　　　費
	

	
	
	自己負担
	

	
	
	そ　の　他
	


	処分
制限
期間
	耐　用　年　数
	年
	備考

	
	処　分　制　限
年 月 日
	年　月　日
	

	処分の状況
	承　認　制　限
年 月 日
	年　月　日
	

	
	処　分　の　内　容
	
	

	備　考
	
	


（注）１　「処分制限年月日」の欄には、処分制限の終期を記入すること。
　　　２　「処分の内容」の欄には、譲渡、交換、貸付け、担保提供等の別を記入すること。
　　　３　「備考」の欄には、譲渡先、交換先、貸付け先及び抵当権者の名称又は補助金返還額を記入すること。
　　　４　この様式により難い場合は、処分制限期間欄及び処分の状況欄を含む他の様式をもって財産管理台帳に代えることができる。
第４号様式（第４関係）
番　　　号
年　月　日
　青森県知事　　　　　　　　　　　　殿
                                    補助事業者　住所
                                                氏名（名称及び代表者氏名）　印
　
平成２３年度農林水産物安全・安心販売体制構築事業成果報告書
　平成２３年度に実施した農林水産物安全・安心販売体制構築事業について、平成２３年度青森県農林水産物安全・安心販売体制構築事業費補助金交付要綱第４第８号の規定により、別紙のとおり平成　　年度の事業成果を報告します。
　別紙（第４号様式関係）
農林水産物安全・安心販売体制構築事業成果報告書
１　事業実績

（１）放射性物質汚染検査点数
	区　分
	品目
	受益

面積
（ha）
	受益

出荷量

（ｔ）
	検査点数（点）

	
	
	
	
	月　別
	合計

	
	
	
	
	○月
	○月
	○月
	○月
	○月
	○月
	

	事業実施年度

(平成23年)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	２年目

(平成24年)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	


 （注）１ 集荷・買い付け等により出荷する場合は、出荷量のみ記入すること。
（２）放射性物質汚染検査体制
	品　目
	機器保管場所
	検査体制

	
	
	


第５号様式（第７関係）
番　　　号
年　月　日
　青森県知事　　　　　　　　　　殿
                                    補助事業者　住所
                                                氏名（名称及び代表者氏名）　印
平成２３年度農林水産物安全・安心販売体制構築事業費補助金請求書
　　　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　　　円
　ただし、平成　　年　　月　　日付け　　　第　　　号で補助金の交付決定の通知を受けた農林水産物安全・安心販売体制構築事業費補助金として、上記の金額を請求します。
	振込先
	金融機関名
	

	
	口座番号
	当座・普通
	

	
	口座名義
	


            ※「金融機関名」は、支店（出張所）等まで記入すること。
第６号様式（第８関係）
番　　　号
年　月　日
　青森県知事　　　　　　　　　　　　殿
                                    補助事業者　住所
                                                氏名（名称及び代表者氏名）　印
平成２３年度農林水産物安全・安心販売体制構築事業完了（廃止）実績報告書
　平成　　年　　月　　日付け　　　　　　第　　　号で補助金の交付決定の通知を受けた農林水産物安全・安心販売体制構築事業が完了（を廃止）したので、青森県補助金等の交付に関する規則第１２条の規定により、関係書類を添えて別紙のとおり報告します。
（注）１　別紙の記載要領は、第１号様式の別紙に準ずること。
　　　２　補助金交付申請書又は事業変更承認申請書における記載内容と異なる場合は、　　　　　異なる部分について変更前を上段に括弧書きすること。
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